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序論

現実には，従業者発明の問題が係争にまでなること

は稀だが(1)，世間の至るところで起こり得ることであ

る(2)。そこで，フランスの立法者は自国の問題として

扱い，法律家たちも議論を戦わせている(3)。

しかし，状況は単純であることを認めざるを得な

い。知的財産法の原則に従えば，特許を受ける権利は

発明者に帰属する(4)。ただし，発明者が従業者である

ときには，使用者との雇用関係に拘束され，他の原則，

すなわち労働法が適用される。労働法によれば，従業

者の活動から生じる利益は，通常，使用者に帰するも

のであり，従業者はその賃金で満足しなければならな

い(5)。

このような労働法と知的財産法の間の緊張関係は，

特別規定によって解決されている。このような特別規

定は多数の国の法制度に存在している(6)。興味深いこ

とに，これらの特別規定は，技術革新を促進するとい

う目的の下に，知的労働者である発明者と単なる労働

者を区別している。フランスもその例外ではなく，知

的財産法典（CPI）は，L. 611-7 において，従業者発明

について個別の制度を規定している。

これらの規定は，1978 年 7 月 13 日の法律で導入さ

れ，1990 年 11 月 26 日の法律，及び 2015 年 8 月 6 日

の法律により改正されている。これらの規定は，「公

序」（ordre public：強行規定）という最低限の制限が

ある規定である(7)。従業者の権利を改善する場合を除

き，両当事者間の約定で法的制度を変えることはでき

ない(8)。

従業者発明の制度の特異性は，紛争処理においても

顕著である。各当事者は，INPI（フランス知的財産権

局）に付属する調停委員会（略して「CNIS」）という特

別の管轄に訴える権利を有する(9)。CNIS は，訴えを

解決するために，同数の従業者の代表者と使用者の代

表者から構成されている。各当事者は，CNIS が提案

した解決策に不服の場合，あるいは，調停段階を経る

ことなく直接に，裁判所に訴えることができる。その

場合の管轄は，労働紛争の場合の通常の管轄である労

働審判所（Conseil des Prudʼhommes）ではなく，パリ

大審裁判所（Tribunal de Grande Instance a Paris）

である。

上記の法制度は，従業者の国籍や使用者の国籍にか
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フランスにおける従業者発明の法制度

フランスの従業者発明の制度は，使用者の利益と従業者の利益との間のバランスを追求している点に特徴が

ある。立法者は制度の概要を定めているが，現在，最も激しい議論の中心となっている複数の論点については，

詳細な議論を判例に任せている。複数の論点とは，従業者に支払われるべき金銭的対価の額の評価の問題，お

よび従業者が対価の請求権を行使しうる期間の問題である。実際には，従業者が企業を退職する（定年，解雇

等）ときにはじめて，従業者が自身の発明に関する権利に基づく請求を行うことが多い。したがって，係争の

対象となる発明が完成した日からは長い年月が経過している。従業者の訴訟は時効により敗訴するのか。フラ

ンスの裁判所は，この問いに対して含みのある回答をしている。

要 約



かわらず，従業者である発明者がフランス法に基づく

雇用契約を締結する度に適用され，その発明をカバー

するあらゆるフランス特許および外国特許に関係す

る(10)。

どのような場合に，フランス法が契約の準拠法とな

るのか。国際私法の原則によれば，労働契約は両当事

者が選択した法律を準拠法とし，選択していない場合

には，労働者が「通常業務を遂行する」国の法律を準

拠法とする。従業者が国際的に移動する場合を考慮し

て，法は「労働者が他国で一時的に業務を遂行すると

きでも，通常業務が遂行される国は変更したものとは

みなされない。」と規定している(11)。

フランスの制度は，使用者の多様な利益と被用者の

多様な利益とのバランスを追求しようとしている。一

方では，従業者により得られた技術的成果の権利帰属

の問題，すなわち，(1)発明の統括に関する問題を解決

し，他方では，(2)従業者に与えられる反対給付（対

価）の問題を解決している。しかしながら，これらの

問題が係争の対象となるのは，発明が完成してから長

期間経過した後であることが多い。企業に雇用されて

いる間は，従業者は使用者の要求に異議を唱えようと

しないからである。長い年月が経過しているため，時

効の制度が議論の中心となる。(3)時間の統括は，従

業者の訴訟を成功に導くための重要な条件の一つであ

る。

１．発明の統括

新規な発明に関する権利は，使用者と従業者の間で

どのようにして帰属が決定されるのだろうか。厳密に

いえば，帰属の対象は発明の所有権ではない(12)。所有

権は特許を取得したときに初めて生じるもので，ここ

では産業財産権の付与を受ける権利が生じているので

ある(13)。発明の統括を承認するのは誰で，特許出願の

要否を決定することを認められるのは誰なのか。この

問いに対する答えは，発明をどの法定のカテゴリーに

分類するかによって異なる。他国の法制度にも同様の

分類が存在する(14)。

従業者により実現された発明は，従業者を雇用する

企業または機関における従業者の職務に応じて，一方

では「職務発明」に分類され，他方では「職務外発明」

に分類される（知的財産法典 L 611-7）。実務上は，発

明の帰属は一方のカテゴリーまたは他方のカテゴリー

に自動的に決定されるものではなく，分類に関する係

争はCNIS に申請された事件の 37％を占める。

ａ）発明の分類およびその制度

第 1 のカテゴリーは，「職務発明」に関するものであ

る。職務発明は，永続的な(15)または一時的な研究の職

務を与えられた従業者により取得された発明である。

より正確には，知的財産法典は，「従業者による発明で

あって，従業者の実際の業務に対応する発明の職務を

含む雇用契約又は明示的に同人に委託された研究およ

び調査の遂行においてなされたもの」と規定してい

る。

その結果，永続的な発明の職務は，雇用契約に記載

されたものだけではなく，当該関係者が占める地位か

ら導き出すことのできるものでなければならない(16)。

さらに，従業者の実際の業務に対応するものであっ

て，現実に従業者によって遂行されたものでなければ

ならない。一時的な発明の職務については，研究者と

して雇用されていない従業者，たとえば製造技術者に

委託された研究がそれにあたる。一時的な発明の職務

は，従業者に「明示的に委託された」ものでなければ

ならないので，一時的な職務について記載した書面の

作成が必要となることが多い(17)。書面の作成は義務

ではないものの，特定の技術的課題を解決するための

研究を遂行する任務を負うワーキンググループに，あ

る従業者を参加させることは，同人に研究を委託する

という明示的な意思表示として解釈される可能性があ

るからである(18)。

職務発明は，「原始的に（ab initio）」使用者が所有権

を有する。ただし，人格的権利は従業者である発明者

が保持する。

第 2 のカテゴリーである「職務外発明」は，さらに

2つのサブカテゴリーに分類される。すなわち，「職務

外かつ使用者に承継可能な発明」と，「職務外かつ使用

者に承継不能な発明」（自由発明）である。これらの発

明はいずれも「原始的に」発明者に帰属する(19)。

職務外かつ使用者に承継可能な発明は，発明の職務

にない従業者，例えば，技術営業担当者(20)，製造ライ

ンで働く技術者，メンテナンスサービスに従事する労

働者等を，発明者とするものである。これらの従業者

は，研究のために雇用されているわけではないが，特

許を受ける可能性がある技術的解決手段を創作した者
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である。この成果が，従業者である発明者によって，

「同人の業務の遂行中に，企業の活動の領域において，

あるいは，企業の特定の技術または設備あるいは企業

によって収集されたデータの知識またはその利用によ

り」という条件のいずれによって得られたものであっ

ても，発明は「使用者に承継（帰属）可能」である。

これは，使用者が，当該発明の所有権又は用益権の全

部又は一部を承継する（自己に帰属させる）ことを任

意で決定できることを意味する。ただし，当該発明は

従業者に帰属し，従業者の財産（patrimoine）の一部

となっているので，使用者は，権利移転のために当該

発明の譲渡を受け，従業者に正当な対価を支払わなけ

ればならない。なお，従業者は譲渡を拒否することが

できない。この点については，一種の「私的利用のた

めの強制収用」とも評されている。

したがって，職務外かつ使用者に承継可能な発明に

は，様々な状況がある。

発明は雇用契約と関係がある。発明は，たとえ発明

の職務に関連していなくとも，従業者に委託された業

務の遂行中に行われたもの(21)（例えば，鉄道会社に雇

用された保線技師が線路の摩耗を測定できる定規を完

成した場合(22)）だからである。また，発明の用途の少

なくとも 1つは，従業者を雇用する企業の活動に関係

するからである(23)。さらに，発明は，研究者でない発

明者が，「特有の」手段すなわち企業の所有する手段に

より，または企業のデータの助けを借りて（データが

「特有の」ものであるべきかどうかは詳細に定義され

ていない），達成したものだからである。ここで，企業

に「特有の」手段は，エネルギーの供給や一般的場所

の提供，あるいは単なるコンピュータ設備(24)は含まな

い。

使用者は，従業者の発明宣言（Declaration）の受領

から 4ヶ月以内に，使用者が保有しようとする権利の

性質及びその範囲を従業者に通知して，承継の権利を

行使しなければならない(25)。しかし，判例によれば，

職務外かつ承継可能な発明に関して特許出願を行った

使用者は，発明が職務発明であると信じていた場合で

あっても，使用者自身により承継の権利を行使したも

のとされる(26)。承継の権利を行使することにより，権

利は即時に移転する。

職務外かつ使用者に承継不能な発明（自由発明）は，

従業者の性質を持つ者によって実現された，その他す

べての発明である。自由発明は，発明の職務にも，企

業活動にも，企業の有する手段にも全く関係がない発

明である。自由発明は従業者に帰属するので，特許出

願の要否，外国出願の要否，実施権許諾等を従業者が

自ら決定することができる。

Patrick M.氏は，1995 年までコンピュータサービス

会社の（商法上の）社員であり，1995 年に当該会社の

自己の株式の持分を全て譲渡して，当該会社の従業者

となり，1997 年末まで技術営業担当者であった。2000

年 4月に当該会社に再雇用され，2001 年 12 月まで就

業していた。2000 年 12 月に，当該会社はプラスチッ

ク製のパレットに関して Patrick 氏を発明者と記載し

た 2件の特許出願を行った。上記の発明について，当

該会社と Patrick 氏の間で訴訟となった。裁判所は，

一方で定款に定められた会社の目的が研究活動や製品

の製造に関するものではないことを考慮し，また，他

方では Patrick 氏に発明の職務が委託されていないこ

とを考慮し，最終的には，Patrick 氏による発明の発

明日が，同人が従業者でなかった期間中（1997 年

〜2000 年）の疑いがあるため，当該発明は「自由発明」

のカテゴリーに分類されるとした(27)。

なお，従業者により完成された発明は，職務発明で

あれ職務外発明であれ，使用者に対する宣言の対象と

なることに注意されたい。この宣言から 2ヶ月以内

に，従業者による発明の分類の提案について，使用者

は決定の内容を回答し，4ヶ月以内に発明の承継を申

し込まなければならない。にもかかわらず，従業者が

宣言の義務を履行しなかった場合には，いかなる罰則

もない(28)。単に，承継を申し込むために使用者に与え

られた期間が経過しないだけである。したがって，発

明の完成から数年経過した後に使用者が承継を申し込

むという途も開かれている。

したがって，宣言を行わなかったことに対する制裁

として，正当な対価を受ける権利を失うということは

ない(29)。また，この場合の従業者の沈黙は，解雇を正

当化するような重大な過失を構成しないとも判示され

ている(30)。

ｂ）知的財産法典 L. 611-7 の適用範囲

本条の適用範囲は，発明と発明に関与した発明者の

それぞれについて定義されている。
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適用対象の発明 フランス法の下で特許可能性のある

発明のみが，従業者発明制度の適用対象となる。した

がって，研究成果が保護対象となりえない性質を有す

ることを証明した使用者は，従業者に対して金銭的補

償を行う義務を負わない(31)。たとえば，商業的方法

（ビジネス方法）の発明を完成しても，フランスでは特

許可能性がないので，知的財産法典 L. 611-7 の適用対

象とならない。

反対に，発明が実際に特許されたことは必要ではな

い。発明に関する使用者および従業者の権利は，職務

発明の枠内で実現された時点で，または，職務外かつ

使用者に承継可能な発明に対して承継権が行使された

時点で，発明そのものから生じるものであって，使用

者がその後特許出願を行っていなくともよい(32)。

適用対象の発明者 従業者のみ(33)，すなわち，雇用契

約に拘束される者のみが適用対象である。発明者が，

発明の本質的部分が完成した時点で従業者の地位にあ

れば，発明は知的財産法典 L. 611-7 の適用対象とな

る。したがって，単なる研修者(34)，会社の経営責任

者(35)，または独立の役務提供業者(36)により実現され

た発明は，適用対象から除外される。

２．金銭的補償と精神的（非金銭的）補償

ａ）金銭的補償

従業者が請求できる金銭的補償の性質は，発明の分

類によって異なる。すなわち，発明が職務発明か，職

務外発明かによって異なる。第 1 の場合（職務発明の

場合），従業者は追加の報酬に関する請求権を有し，第

2 の場合（職務外発明の場合），従業者は，使用者が承

継の権利を行使したときに，正当な対価を請求するこ

とができる。

追加の報酬
(37) 職務発明を行った従業者は，通常の

給与及び賞与に追加される特別手当の支払いを受ける

権利を有する。追加の報酬の請求権は，1990 年 11 月

26 日の法律により導入された改革で，「公序」（強行規

定）となっている。使用者が追加の報酬の支払につい

て特定の条件を定めようと努力しても，変更できるも

のではない。たとえば，全国化学産業団体の労働協約

の条文は，「特許出願から継続して 10 年間の間に，こ

の特許が直接的または間接的に商業的または工業的に

実施された場合，特許に発明者として記載された技術

者または管理職は，追加の報酬を受ける権利を有す

る」と規定していた。使用者は，上記の規定に基づき，

実施された発明のみが報酬を受ける権利を有すると結

論していた。パリ控訴院は，従業者である発明者の報

酬を受ける権利を制限した労働協約の規定は無効であ

り，書かれていないものとみなされると判断した(38)。

同様に，破毀院（Cour de Cassation：「最高裁判所」に

相当する）は，労働協約または雇用契約の規定が法定

の従業者の権利を制限しているとして，企業に「例外

的な利益」をもたらさない発明については追加の報酬

の適用を除外すると規定した金属産業団体の労働協約

の条項を，書かれていないものとみなした(39)。

ただし，法律は，支払われるべき報酬額について，

額の決定を可能にする基準を規定していない。労働協

約，就業規則，及び個別の雇用契約の規定に任せられ

ている(40)。そのため，企業が十分に配慮して社内の報

酬計算表を決定することも稀にあるが，このような計

算表は，事前の交渉を経ずに使用者から一方的に課さ

れるものであって，適用することができないと判示さ

れることが多い(41)。したがって，CNIS に申請される

係争のうち最多のものが金額の決定に関するものだと

しても，驚くにはあたらない(42)。

一般に，この報酬は一種の成果手当であり(43)，賃金

としての性質を有すると認められている。裁判所も長

らく，報酬額を計算するための唯一の基礎として，賃

金を用いて，報酬額を賃金の額と同レベルのものとし

ていた。この判例は，Raynaud 事件(44)で終止符を打

たれた。破毀院は，「本件において，職務発明の発明者

である従業者に支払われるべき報酬は同人の賃金に応

じて決定されるとする，いかなる法文上または適用可

能な約定上の根拠もない。」と判示した。これは，報酬

の計算に発明の経済的価値を考慮するという要請に関

する問題である(45)。労働協約または雇用契約が計算

の基準を記載していない場合には，賃金に関するあら

ゆる参照要素を排除することができる。さらに，「本

件において，計算を行うにあたって賃金が考慮の対象

になるとする，いかなる法文上または適用可能な約定

上の根拠もない。」と判示されている(46)。

したがって，これは賃金だけではなく，協約文書に

よって課せられた参照基準に関するものである(47)。

労働協約または雇用契約に記載がない場合に，今後は

どのような要素に応じて，特別手当の額を決定すべき

だろうか。裁判所は，発明が行われた研究環境(48)，発
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明の完成における実際上の困難性，発明のパイオニア

的性質(49)，従業者の貢献度(50)，最後に，発明の経済的

利益(51)と，発明の実施の規模(52)を考慮している。ま

た，従業者が計算の基礎となる要素を使用者から取得

できるようにしなければならないとも判示されてい

る(53)。この評価は，裁判官が，発明が完成した日以降

の要素，特に発明の実施の成果を考慮すると述べた時

点で行われなければならない(54)。

また，発明完成後に，発明に対応する特許が他の企

業に移転されたとしても，当該発明が完成した際に使

用者であった者のみが，追加の報酬の支払い義務を負

う(55)。

正当な対価 職務外かつ承継可能な発明の全部または

一部に対して，使用者が承継の権利を行使する場合に

は，使用者は正当な対価を支払わなければならない。

正当な対価は，使用者が発明の所有権を承継する場合

（はるかに頻度が多い）には，売却価格相当額であり，

用益権を承継する場合には，実施料相当額となる。こ

こでもまた，主要な問題は金額の決定に関するもので

ある(56)。

対価の額は，原則として両当事者の合意により決定

される。合意に至らない場合について，知的財産法典

は，対価の額の計算のための方策を規定している。す

なわち，CNIS または裁判所が，使用者および従業者

の当初の貢献度ならびに発明の産業的・商業的有用性

に応じて，正当な対価を計算しなければならない(57)。

発明の完成に対する従業者の寄与度を評価し，従業者

を雇用する企業が従業者に提供した手段と比較衡量し

なければならない（職務外かつ承継可能な発明は，そ

の定義からいっても，企業の枠内でまたは企業の手段

を用いて完成したものだからである）(58)。さらに，承

継の時点では発明が実験段階に過ぎず，発明の工業

的・商業的実施のために使用者からの多額の投資が必

要な場合には，これらの事情を無視することができな

い。したがって，パリ地下鉄公団において多大な費用

節約を実現した発明に関して，裁判所は，提案された

技術の産業的利益と発明の根本的技術思想が従業者に

よるものであることは疑いない事実であるという点を

考慮する一方で，使用者が加わっていた研究概要に従

業者自らが記載した貢献度と使用者が行った発明の利

用に必要な実務上の調整も同様に考慮した(59)。

発明の価値とその正当な対価はどの時点で評価され

るべきだろうか。正当な対価の請求権は，使用者が権

利の帰属を決定した時点で生ずる。すなわち，発明の

有用性と対価額を評価するために用いられるのは，使

用者が権利の承継を決定した日であり，その後に何が

起ころうと大して重要ではない(60)。一般的に，権利承

継の時点では，発明の産業上の実施はまだ開始してい

ないので，発明の経済的価値の評価は推測に基づかざ

るを得ない。しかし，両当事者が合意しない場合に，

裁判所に訴えがなされるのは，権利承継の日から何年

も経過した後である。従業者は，企業を退職するまで

待ってから，元使用者と係争に入ることを好むからで

ある。裁判所が判決を下す頃には，発明はすでに長期

間実施されている。最近まで，裁判所は，権利承継の

時点まで遡って，権利承継の時点で評価された，発明

の可能な収益の「通常期待される予測」のみを考慮し

て(61)，発明を評価しなければならないと考えていた。

裁判所が判決を下す時点で証明可能な，商業的実施の

確実な規模，実際の売上高や発明に起因する利益は，

考慮すべきではないとされていた。この判例の傾向

は，Arcelor Mittal 事件で再び問題視された(62)。本件

では，圧縮機から生じる粘度の高い汚泥の処理に関す

る発明が問題となっており，この発明は，廃棄物の貯

蔵に際しての環境的制約に解決手段をもたらすもの

だった。権利承継の決定が 1991 年に行われたため，

この問題はそれから 20 年後に裁判所で争われること

となった。汚泥の年間再処理量の予測は，1991 年の時

点では，40,000トンだったが，1991 年〜2006 年では，

毎年 128,375トンだった。この方法の実施により生じ

る処理費用は，競合するシステムよりはるかに低いこ

とが明らかになった。控訴院は，正当な対価の評価を

行うにあたって，1991 年以降のこれらのデータを考慮

した。控訴院判決は破毀院で認容され，破毀院は「正

当な対価は使用者が承継権を行使した日で評価しなけ

ればならないとしても，発明の展開の予測を確認する

ために，この日以降の要素も考慮に入れることができ

る。」と判示した。今後は，権利承継の日を基準に正当

な対価を決定するとしても，実施の成果といった権利

の承継以降の要素も考慮に入れることが望ましいだろ

う(63)。

ｂ）精神的（非金銭的）補償

係争は，多くの場合，使用者と従業者の関係の金銭

的側面を対象としているので，従業者である発明者の
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心理的・精神的側面は背後に隠れている。従業者であ

る発明者が，追加の報酬や正当な対価を求めて使用者

を法廷に召喚しようとする動機には，経済的利得の期

待が無いとはいえないだろうが，知的・精神的な面で

周囲に認められたいという欲求があることも多いだろ

う。

発明者の精神的な特権は，「精神活動の産物」の著作

者に付与される人格的権利に比較すると非常に制限さ

れており，発明の「発明者である」という一事に尽き

る(64)。さらに，発明が職務発明であれ職務外発明であ

れ，発明を完成した従業者は発明者としての資格を承

認される権利を有する。知的財産法典 L. 611-9 は，

「従業者であるか否かにかかわらず，発明者は特許証

において発明者として記載され，発明者は発明者の記

載に異議を申し立てることができる。」と規定する(65)。

しかし，発明者の記載は，研究者の小さな集団で知

られるに過ぎず，企業の従業員の共同体やそれを超え

る社会のレベルでは何の反響もないのである。

たしかに，Christian Le Stanc が述べたように，ア

リストテレスは，発明者が都市国家の安定を危険に晒

しかねない社会的に優越した地位を要求することを恐

れて，たとえ名誉のみであったとしても発明者にはい

かなる褒賞も与えるべきではないとしていた。しか

し，大哲学者は心理的な要素に潜む奨励の力というべ

きものを忘れていたのである(66)。

様々な手段で，従業者である発明者を褒賞し，企業

内で技術革新の原動力の役割を果たしていることを認

めるために，社内規定を整備している企業もある（企

業内の「発明者の日」を創設する，企業内で発明者氏

名を掲示する，人事考課の際に特許を考慮する，等）。

同様に，「発明者の日」を国民の祝日とする，知的財産

権局から発明者にトロフィーを授与する制度を創設す

るなど，社会全体のレベルで発明者を評価する仕組み

を考えることもできるだろう(67)。

３．時間の統括

発明の完成から CNIS に対する申請までの平均的な

期間は，年によって変動するものの，4年〜10 年であ

る(68)。すなわち，訴訟の対象が現れてから訴訟の提起

に至るまでに長い年月が経過しており，当然ながら，

訴権の時効の問題が生じる。

ここでも，職務発明と職務外発明を区別することが

適切である。

ａ）時効と職務発明

発明者の資格に関する係争は，一般法上の時効の対

象となる。民法典第 2224 条によれば，一般法上の時

効の期間は「権利者にとって権利行使を可能とする事

実を権利者が知った又は知るべきであった日から」5

年であるから，発明者の氏名が記載されていない特許

出願を発明者が知ったときから時効が開始する。

追加の報酬の支払に関する訴権は，2008 年 6 月 17

日の第 2008-561号の法律により導入された民事時効

の期間の改正が施行されてから，同様に，民法典第

2224 条によって，5 年の時効にかかることとなった。

また，追加の報酬の請求権（債権）は賃金としての性

質を有するので，今後は，労働法典の新 L. 3245-1 の

適用除外の対象となる(69)。同条は，「賃金の支払請求

権または返還請求権は，その者が権利行使を可能とす

る事実を知った又は知るべきであった日から 3年で時

効となる。」と規定する。職務発明の完成による追加

の報酬の請求権（債権）は，職務発明を完成した日に

発生し(70)，3年の時効にかかる。しかしながら，時効

の開始の起算点は発明の完成日ではない。

実際には，時効は債権の確定に対して開始するもの

であり，債権が係争の対象となるときのみ時効の利益

を享受しうるのであることが，判例により認められて

いる。したがって，追加の報酬の場合では，使用者と

被用者が追加の報酬の存在および報酬額に関して合意

に達しなかったときがそれにあたる(71)。パリ控訴院

は，時効が「被控訴人が請求しうる追加の報酬の金額

を同人が決定する状況となった時点ではじめて開始す

る。」(72)と判示した。また，労働法典の新たな条項はこ

の判例の解釈と矛盾しない。労働法典 L. 3245-1 は，3

年の時効の開始の起算点である「始期」は，従業者が，

「支払請求権の行使を可能とする事実を知った又は知

るべきであった日」と規定している。特許出願，発明

の産業上の実施，または発明の経済的可能性を利害関

係者が知得したという事実だけでは，時効を開始させ

るには不十分である。破毀院は，従業者の訴権につい

て時効の完成を認めた控訴院判決を批判した。控訴院

は，従業者が，5年以上前から(73)，発明の産業上の実

施，企業に対する発明の経済的利益，およびその実施

の予見可能性を知得し「ゆえに従業者に対する債権は

確実で確定可能なものであった」として，時効の完成

を認めていた。破毀院は，「X氏が同人に支払われる
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べき追加の報酬の計算に必要な要素を保持していたか

どうかを確認することなく，このように決定したこと

について，控訴院の判決は法律上の根拠を欠く(74)。」

と評価した。従業者が追加の報酬の請求権をかなり正

確に評価することができるような要素を保持していな

い以上，3年の時効は従業者に対して働かない(75)。こ

の時効に対してはいかなる契約上の修正も法律上認め

られない(76)。

しかし，パリ控訴院の最近の判決も引用したほうが

よいだろう。この判決は，従業者に有利な主流的判例

にやや逆行するもので，従業者が十分に情報を有して

いたと判断され，時効が適用されるべき状況とはいか

なるものかを理解することができる(77)。本件におい

て，特許出願が 1999 年に行われ，フランス特許が

2001 年に発行され，追加の報酬の支払いは 2000 年に

行われた。発明者は 2000 年から「提供技術責任者」の

職務にあり，「Coradia Duplex」（訳注：Alstom社の鉄

道車両）の一部である「Carry Over Coradia」の機材

の「監視・管理機器の定義」の職責を負い，同人の発

明の対象も「Carry Over Coradia」に関するもので

あった。特に，同人は，製品のマーケティング及び需

要の分析の責任者で，モロッコとハンガリーに対する

交渉に実際に参加し，または交渉の情報を得ることが

できた。同人はまた，発明の開発に関する研究に必要

な費用についての情報を有し，使用者である Alstom

社の売上額も知っていた。Alstom 社は 2006 年にこ

の売上額を刊行物で発表している。したがって，控訴

審は，「2007 年 3 月以前に，Guy D.氏は同人の発明の

実施について知得していたばかりでなく，同人が請求

する追加の報酬の計算に必要な要素も保持しており，

これらの要素の集合の結果である。」と評価した。し

たがって，2012 年 3 月に提起された訴訟は時効にかか

るとされた。なお，問題の従業者は，企業内での役職

のおかげで，自身の発明の実施状況について最初に情

報を得る立場にあった。

従業者がこれらの要素に通暁していない場合には，

異なる結論となるだろう。

従業者が「研究部長の職務を遂行し，これらの発明

の研究開発の概要について内部記録の名宛人である役

職にあり，同人の発明の経済的影響力を評価し，追加

の報酬に該当する場合には，同人に支払われるべき追

加の報酬の額を評価することができる状態にあった。」

と主張した使用者に対して，控訴院は(78)，労働協約に

は「追加の報酬の権利を有するかどうかを確認し，追

加の報酬の評価の手続を行うことを可能にする様々な

要素について，従業者である発明者が情報を得られる

ようにするのは，使用者の義務である。」と規定されて

いるが，本件においてはかかる義務が遂行されていな

い，と答えた。したがって，時効は開始しなかったも

のとされた。

なお，2015 年 8 月 6 日の法律第 2015-990号によっ

て，フランスの法制度は，使用者は，従業者である職

務発明の発明者に対して，職務発明が特許出願の対象

となったとき，および，特許が付与された場合には特

許が発行されたときに，その情報を知らせる義務を負

う，という規定を導入したところである。この義務の

遂行は，時効の開始に一定の効果を与える可能性があ

る。

従業者が法的手段に訴えるまでの期間を考慮すれ

ば，Raynard教授が言及したように，時効の始期を遅

くしても，消滅時効の期間を権利の発生の日から 20

年（民法典第 2232条）以上にはできないことを覚えて

おいたほうがよいだろう。したがって，遅くとも発明

の完成から 20 年以内に，追加の報酬の支払いに関す

る訴訟を提起しなければならない。

ｂ）時効と職務外発明

発明の所有権に対して異議を申し立てる場合，自分

が職務外発明の発明者であり，発明の「原始的」所有

者であると主張する従業者は，従業者の権利を無視し

て発明を自己に帰属させ，それを実施する使用者に対

して，所有権返還請求権を有する（知的財産法典 L.

611-8）。返還請求を行う期間は，以前は特許証の発行

から 3年以内だったが，5年以内に延長された(79)。

正当な対価について合意しない場合，支払請求訴訟

を提起する期間は，異なる原則に基づき計算される。

職務発明の追加の報酬とは異なり，正当な対価は賃金

の性質を有していない。したがって，支払訴訟は労働

法の規則には従わない。金銭支払いの一般訴訟の問題

なので，一般的な時効の規則に従う。使用者が商人で

ない場合には（稀なケースではあるが），民法典第
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2224 条の規定に従い(80)，「対人訴権（訳注：原因にか

かわらず債権の承認を請求する訴権）又は動産訴権

は，権利者が，権利行使を可能にする事実を知った又

は知るべきであった日から 5 年で時効となる」。使用

者が商人または商事会社である場合には（はるかに多

い状況であって），商人と商人でない者との間の訴訟

に関する時効が適用される(81)。この時効は，商法典 L.

110-4に規定されている。同条は「商人間または商人

と商人でない者との間の商行為の際に生じた債務は，

より短い特別の時効に従わない場合には 5年で時効と

なる。」と規定している。なお，両者を区別する実益は

失われている。2008 年 6 月 17 日のオルドナンス（or-

donnance）により時効の期間が統一されたので，民法

典の時効の規定を適用しても，商法典の時効の規定を

適用しても，期間はいずれも 5年である。

正当な対価に関する訴訟の 5年の時効の始期はいつ

だろうか。ここでは，正当な対価についての請求権を

発生させる事実を考慮しなければならない。この対価

は，発明の完成日に支払われるべきものではない。当

該発明は自動的に使用者に移転するものではないから

である。使用者が承継の権利を行使して初めて，対価

の支払いが必要となる。したがって，対価に関する債

権は，使用者が従業者から権利を収用する決定をした

時点で発生する。その結果，5 年の時効は，使用者が

権利の承継を決定した日から開始する(82)。

要するに，フランスの制度は特に判例の解釈によっ

て導入されている上記の区分のせいで，比較的複雑に

見えるかもしれない。しかしながら，この複雑性は，

技術革新に有利となるような信頼感を企業内部に創り

出すために，複数の当事者の利益の正しいバランスを

追求することの代償である。

注

(1)フランスでは，国家従業者発明委員会（Commission

Nationale des Inventions de Salariés：CNIS）は，1982 年の

創設以来，513件の申請を受理した。現在は年に 25件のペー

スである。ちなみに，パリの下級裁判所は毎年約 20 数件の

訴訟を取り扱う。

(2)メキシコ：メキシコ産業財産権法第 14 条，日本：特許法第

35条，ブラジル：産業財産権の権利と義務に関する 1996 年 5

月 14日の法律第 XIV章，ニュージーランド：2013 年特許法

第 28条，イスラエル：5727-1967 特許法，第 131条・・・。
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